
 

［市民生活部 市民課・さしま窓口センター 所管］  

○戸籍住民基本台帳事務に要する経費（02030102） 40,688,641円（54,038,278 円） 決算書 P120 

［総務部 総務課 所管 8,727,620円含む］ 

〈国・県：16,352,768円 その他：21,452,100円 一財：2,883,773円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

・国補：社会保障・税番号制度システム整備費補助金 16,269,000 円 

・県委：人口動態調査事務交付金 49,768 円 

・県委：常住人口調査事務交付金 34,000 円 

・手数料：戸籍住民諸証明等手数料 21,452,100 円 

（目的） 

市民の社会生活の基礎となる戸籍・住民登録関係の事務を迅速・正確に処理を行うとともに、

総合窓口の機能を活かした効率的なサービスを提供することにより、市民の利便増進を図る。 

住民基本台帳ネットワークによる全国的な本人確認システムの活用により、市民の負担軽減及

びサービスの向上を図る。 

（内容） 

１．各種届出等に基づく戸籍簿、住民基本台帳、印鑑登録原票、臨時運行許可台帳等の処理整備

を実施した。 

本籍数、本籍人口数 （単位：戸籍、人） 

種 別 R5.3.31 現在 R4.3.31 現在 増 減 

本 籍 数 23,674 23,891 △ 217 

本 籍 人 口 56,747 57,428 △ 681 

戸籍届出書取扱件数 （単位：件） 

種 別 件 数 種 別 件 数 

出 生 362 入 籍 120 

養 子 縁 組 54 分 籍 16 

養 子 離 縁 13 帰 化 4 

婚 姻 436 転 籍 156 

離 婚 152 そ の 他 118 

死 亡 814 合 計 2,245 

住民基本台帳世帯数、人口数 （単位：戸、人） 

種 別 R5.3.31 現在 R4.3.31 現在 増 減 

世 帯 数 21,277 20,818 459 

住民基本台帳人口 52,439 52,647 △ 208 

住民基本台帳事務取扱件数 （単位：件） 

種 別 件 数 種 別 件 数 

転 入 1,623 戸籍届出等に伴う変更 1,150 

転 出 1,370 転入通知等による記載 1,551 

転 居 608 附 票 記 載 1,190 

世帯主変更等 990 外 国 人 入 管 連 携 1,674 

  合 計 10,156 

 

 

 



 

印鑑登録事務取扱件数                       （単位：件） 

種 別 
内 訳 

計 
市 民 課 さしま窓口ｾﾝﾀｰ 

登 録 1,518 257 1,775 

廃 止 1,779 286 2,065 

手帳からカードへ切替 207 3 210 

臨時運行許可証交付件数 （単位：件） 

種 別 
内 訳 

計 
市 民 課 さしま窓口ｾﾝﾀｰ 

臨 時 運 行 許 可 証  968 238 1,206 

 

２．公簿、台帳等に基づく諸証明・許可証の交付、コンビニエンスストアを利用した証明書の発

行を実施した。 

戸籍関係証明書交付件数及び手数料実績 （単位：件、円） 

種 別 
内 訳 

計 
市 民 課 さしま窓口ｾﾝﾀｰ 

全部事項証明（戸籍謄本） 5,867 888 6,755 

個人事項証明（戸籍抄本） 912 161 1,073 

除 籍 謄 ・ 抄 本 2,905 363 3,268 

改製原戸籍謄・抄 本 3,362 523 3,885 

受 理 証 明 191 1 192 

上 質 受 理 証 明 2 0 2 

戸 籍 記 載 事 項 証 明 90 1 91 

交 付 件 数 計 13,329 1,937 15,266 

手 数 料 計 7,851,950 1,137,250 8,989,200 

※国・地方公共団体の機関等が、法令で定める事務を遂行するために、無料で交付した戸籍

関係証明書件数は 4,273件である。 

住民基本台帳関係証明書交付件数及び手数料実績 （単位：件、円） 

種 別 
内 訳 

計 
市 民 課 さしま窓口ｾﾝﾀｰ ｺﾝﾋﾞﾆ交付 

住 民 票 謄 本 4,476 588 － 5,064 

（窓口交付分） (4,474) (587) － (5,061) 

（広域交付分） (2) (1) － (3) 

住 民 票 抄 本 11,910 1,820 － 13,730 

（窓口交付分） (11,900) (1,818) － (13,718) 

（広域交付分） (10) (2) － (12) 

住民票（コンビニ交付） － － 3,657 3,657 

戸 籍 の 附 票 887 153 － 1,040 

記 載 事 項 証 明 320 41 － 361 

不 在 証 明 43 21 － 64 

住 民 票 閲 覧 1 0 － 1 

身 分 証 明 459 73 － 532 

改 葬 証 明 85 2 － 87 



 

そ の 他 諸 証 明 70 5 － 75 

交 付 件 数 計 18,251 2,703 3,657 24,611 

手 数 料 計 5,477,000 810,900 731,400 7,019,300 

※国・地方公共団体の機関等が法令で定める事務を遂行するために無料で交付した住民基本

台帳関係証明書件数は3,470件である。 

印鑑登録件数、印鑑登録証明書交付件数及び手数料実績 （単位：件、円） 

種 別 
内 訳 

計 
市 民 課 さしま窓口ｾﾝﾀｰ ｺﾝﾋﾞﾆ交付 

印 鑑 登 録 1,518 257 - 1,775 

印 鑑 登 録 証 明 8,728 2,192 - 10,920 

コ ン ビ ニ 交 付 － － 3,653 3,653 

交 付 件 数 計 10,246 2,449 3,653 16,348 

手 数 料 計 3,073,800 734,700 730,600 4,539,100 

※坂東市手数料徴収条例第４条により手数料を免除して印鑑登録をした件数は 0件である。 

※国・地方公共団体の機関等が公共用地取得等の事務を遂行するために手数料を免除して印

鑑登録証明書を交付した件数は 74件である。 

臨時運行許可証交付件数及び手数料実績 （単位：件、円） 

種 別 
内 訳 

計 
市 民 課 さしま窓口ｾﾝﾀｰ 

交 付 件 数 968 238 1,206 

手 数 料 726,000 178,500 904,500 

（効果） 

戸籍システムの電算化・住基連動等により事務の効率化、正確性を図ることができた。 

マイナンバーカードを用いたコンビニ交付により、休日・祝日・時間外の住民票の写し・印鑑

登録証明書の取得が可能となり窓口の混雑緩和と効率化、市民の利便増進を図ることができた。 

 

○中長期在留者住居地届出等事務に要する経費（02030103） 8,824 円（8,906 円） 決算書 P122 

〈国・県：2,000円 一財：6,824円〉 

＊特定財源積算根拠  

  ・国委：中長期在留者住居地届出等事務委託金 2,000円 

（目的） 

  中長期間在留する外国人の生活の基礎となる各種届出等における利便増進とサービス向上を図

る。 

（内容） 

中長期間在留する外国人の届出等による証明書の発行 

 （単位：人） 

種 別 R5.3.31 現在 R4.3.31 現在 増 減 

中長期在留者数 3,338 2,812 526 

（効果） 

  中長期在留者の処理管理を実施することにより、中長期間在留する外国人の居住・身分関係・

在留管理を明確にすることができた。 

 

○旅券事務に要する経費（02030104） 95,095円（91,878円） 決算書 P122 

〈国・県：95,095 円〉 



 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・県委：県事務処理特例交付金  95,095円 

（目的） 

  市民の一般旅券の申請及び交付に関して、身近である市役所窓口で迅速な処理整備・管理を 

 行うことにより、市民サービスの向上を図る。 

（内容） 

  市民からの旅券申請・交付等に対し、事務処理や旅券管理を実施した。 

申請件数 （単位：件） 

新 規 そ の 他 

1 0 年 5 年 子 供 記載変更 増 補 紛 失 

184 99 23 4 1 4 

交付件数 （単位：件） 

新 規 そ の 他 

1 0 年 5 年 子 供 記載変更 増 補 

179 96 20 4 1 

（効果） 

旅券窓口の開設により、市内での旅券申請・交付等が可能となり、市民の利便増進を図ること 

ができた。 

 

○マイナンバーカード事務に要する経費（02030105） 9,159,192円（新規事業） 決算書 P122 

〈国・県：9,159,192円〉 

＊特定財源積算根拠 

・国補：マイナンバーカード交付事務費補助金  9,159,192円 

（目的） 

マイナンバー制度は行政を効率化し、国民の利便性を高め、公平公正な社会を実現する社会基

盤として整備された。マイナンバーカードの普及及び活用により、社会、行政のデジタル化の進

展が期待される。 

(内容） 

マイナンバーカード交付予約システムを活用し、マイナンバーカードの交付及び更新事務を迅

速に行うとともに、マイナンバーカードの普及促進を図った。 

マイナンバーカードの交付件数 （単位：人、件） 

区 分 
住民基本台帳人口 

(前年 1月 1日時点） 
交付件数 

人口に占める 

交 付 割 合 

R5.3.31 現在 52,928 31,581 59.7% 

R4.3.31 現在 53,550 18,076 33.8% 

（効果） 

  インターネットによる交付予約システムの導入や、交付予約専用電話回線増設により、事務の

効率化を図り、混雑緩和することができた。 

 

［市民生活部 保険年金課 所管］ 

○国民年金事務に要する経費（03010201） 3,102,068 円（3,130,483円） 決算書 P158 

 [総務部 総務課 所管 950,400円含む] 

〈国・県：2,151,668円 一財：950,400 円〉 

 



 

＊特定財源積算根拠 

・国委：基礎年金事務費委託金                         1,806,651 円 

・国委：協力連携事務費委託金                         323,346 円 

・国委：特別障害給付金事務費委託金                732 円 

・国委：年金生活者支援給付金事務取扱交付金           20,939 円 

（目的） 

  国民年金は、すべての国民を対象として、老齢・障害・死亡に関して必要な給付を行い、健全

な国民生活の維持・向上に寄与することを目的としている。   

（内容） 

 ・国民年金被保険者の取得受付・免除受付等の処理 

 ・国民年金の請求・未支給の受付 

 ・国民年金制度の周知・啓発及び相談業務 

（効果）  

  マイナンバーの普及により、住所異動届等が省略され、事務処理の軽減が図れた。 

（課題） 

  国民年金保険料の納付率の向上（無年金者の防止） 

 

○医療福祉費支給に要する経費（03010401） 295,280,570 円（306,025,399 円） 決算書 P162 

 [総務部 総務課 所管 2,526,590 円含む] 

〈国・県：124,808,000円 その他：33,263,461円 一財：137,209,109円〉 

＊特定財源積算根拠 

  ・県補：医療費補助金            122,160,000円 

  ・県補：医療事務費補助金           2,648,000円 

  ・諸収入：高額療養費返納金          33,263,461円 

（目的） 

妊産婦、小児、母子家庭の母子、父子家庭の父子、重度心身障害者等の健康の保持増進を図る

ため、その医療費の一部を助成し、生活の安定及び福祉の向上に寄与する。 

（内容） 

・対象者の医療費の一部を助成（県補助１／２） 

  県事業       

受給者 支給額 

8,722 人 281,229,964 円 

（効果） 

医療費の一部を助成することにより、対象者の健康の保持増進を図ることができた。 

 

○医療福祉費支給（市単独）に要する経費（03010402） 39,547,634円（35,728,892 円） 

決算書 P164 

 [総務部 総務課 所管 113,850円含む] 

〈一財：39,547,634円〉 

（目的） 

妊産婦、小児の健康の保持増進を図るため、その医療費の一部を助成し、すこやかな成長及び

福祉の向上並びに少子化対策に寄与する。 

（内容） 

・小児マル福(県医療福祉費支給制度)の所得制限者、中学１年生～高校３年生の外来及び所得制

限者の入院について医療費の一部を助成 

・妊産婦マル福の対象外疾病について医療費の一部を助成 

 



 

  市単独事業       

受給者 支給額 

2,681 人 37,935,638 円 

（効果） 

  子育て支援の一環として、対象者の経済的負担の軽減を図ることができた。 

 

［市民生活部 生活環境課 所管］ 

○環境対策に要する経費（04010502） 2,789,664円（新規事業） 決算書P216 

〈国・県：500,000円 一財：2,289,664円〉 

＊特定財源積算根拠 

・県補：自立・分散型エネルギー設備導入促進事業費補助金      500,000 円 

（目的） 

地球温暖化防止等、環境問題に対する市民意識の向上を目的とする。 

（内容） 

 1.環境基本計画策定委託料(継続費) 

1年目                              2,187,000円 

 2.自立・分散型エネルギー設備導入促進事業費補助金          500,000円 

（効果） 

  坂東市環境基本計画策定や蓄電池導入補助金等により、市民の環境問題に対する意識の向上が

図れた。 

 

○狂犬病予防に要する経費（04010503） 893,158円（1,028,793円） 決算書 P218 

 [総務部 総務課 所管 594,000円含む] 

〈その他：893,158円〉 

＊特定財源積算根拠 

  ・手数料：犬の登録手数料             117,958 円 

  ・手数料：犬の鑑札再交付手数料            1,000 円 

・手数料：狂犬病予防注射済票交付手数料      774,200 円 

（目的） 

狂犬病の発生を予防するとともに、飼い主に対して飼養犬の適正管理を啓発することにより､

公衆衛生の向上と公共の福祉の増進を図る。 

（内容） 

犬の登録業務､狂犬病予防集合注射 

（効果） 

集合注射の実施により、狂犬病予防注射接種率の維持を図った。 

 

○合併処理浄化槽設置事業に要する経費（04010504） 33,415,914円（24,869,276 円） 

決算書 P218 

〈国・県：22,220,000円 一財：11,195,914円〉 

 ＊特定財源積算根拠 

  ・国補：循環型社会形成推進交付金（1/3）        11,110,000 円 

  ・県補：合併処理浄化槽設置事業費補助金（1/3）     11,110,000 円 

（目的） 

設置費の一部を補助することで合併処理浄化槽の設置を推進し、生活雑排水による公共用水域

の水質汚濁を防止する。 

 



 

（内容） 

合併処理浄化槽設置者に対して､延べ面積等により人槽を区分し､国･県･市より補助金を交付す

る。単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換に対しては、撤去費として 1 基あたり 90,000

円、配管工事費として１基あたり 300,000円を交付（上乗せ補助）する。 

令和 4年度補助金実績 

5人槽(延べ面積≦140㎡)  332,000 円 45基 14,940,000 円 

7人槽(延べ面積＞140㎡) 414,000円 25基 10,350,000 円 

10人槽(2世帯住宅)      548,000 円 4基 2,192,000 円 

合 計 74基 27,482,000 円 

単独処理浄化槽撤去分（1基あたり 90,000円）         15 基   1,350,000 円 

単独処理浄化槽撤去に伴う配管工事分（1基あたり 300,000円） 15基   4,500,000 円 

（効果） 

合併処理浄化槽の設置を推進することができ、生活雑排水による公共用水域の水質汚濁を防止

し、公衆衛生の向上を図ることができた。 

 

○放射線対策に要する経費（04010507） 393,109円（1,358,372円） 決算書 P220 

〈一財：393,109 円〉 

（目的） 

福島原子力発電所の事故に起因する放射性物質について、食品放射能測定システム器による農

産物等の測定を行うことで、より一層の安全と安心及び風評被害の防止を図る。 

（内容） 

・放射線量測定器保守点検委託           330,000 円 

（効果） 

食品放射能測定システム器を用いて測定することにより、農産物等の安全と安心に寄与し、首

都圏近郊の一大農産地として食に対する信頼を高められた。 

 

○空家対策に要する経費（04010510） 540,123円（2,602,076円） 決算書 P220 

〈一財：540,123 円〉 

（目的） 

市内の空家状況を調査し、空家対策を実施する。坂東市空家等の適正管理に関する条例に基づ

き、安全安心なまちづくりの推進を目的とする。 

（内容） 

・空家管理システム使用料            460,521 円 

（効果） 

  空家管理システムにより、空家等の基礎情報を効率よく把握することができ、雑草等による景

観保全の適正管理や、安心安全なまちづくりの観点から防犯・防災等の対策を図ることができた。 

 

○斎場運営に要する経費（04010601） 72,943,491 円（33,090,712円） 決算書 P222 

〈国・県：957,000円 その他：3,329,500円 一財：68,656,991 円〉 

＊特定財源積算根拠 

・国補：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金    957,000 円 

 ・使用料：斎場使用料                    3,329,500 円 

(目的) 

市営斎場の火葬業務全般を業務委託することで行財政改革の推進を図るとともに、施設の機能

と性能を高度に発揮するための適正な管理運営により、火葬業務の円滑な執行を図る。また、さ

しま斎場（さしま環境管理事務組合）の運営に対して負担金を支出することにより、適正な火葬



 

業務と利便性を高める。 

（内容） 

1.火葬炉管理業務委託料              5,227,948円 

2.庭園除草管理委託料               2,475,000円 

3.火葬炉設備の補修工事              6,589,000円 

4.空調設備改修工事                            957,000 円 

5.斎場改修工事実施設計委託料                     25,630,000 円 

6.斎場設備の修繕工事               1,852,554 円 

7.燃料費・光熱水費                9,650,728円 

8.斎場会計年度任用職員（２名）          5,967,670円 

9.さしま環境管理事務組合負担金          12,083,000円 

10.さしま斎場使用料負担金              659,300 円 

 令和 4年度利用状況(市営斎場)                         （単位：件） 

人体火葬 651 小動物火葬 329 身体の一部 4 霊安室 3 

告別式場利用 21 通夜利用 11 死産児 3 改 葬 0 

令和 4年度利用状況(さしま斎場)                  （単位：件） 

人体火葬 69 小動物火葬 71 身体の一部 1 霊安室 4 

告別式場利用 4 通夜利用 2 死産児 1 改 葬 0 

（効果） 

市営斎場の適正な管理運営により、公衆衛生その他公共の福祉の見地から、支障なく業務を執

行できた。 

 

○清掃事務に要する経費（04020102） 1,560,423円（351,780 円） 決算書 P224 

〈その他：761,000円 一財：799,423 円〉 

＊特定財源積算根拠 

 ・諸収入：さしま環境管理事務組合広報活動等補助金   761,000円 

（目的） 

市内一斉清掃活動である「クリーン坂東」に市民協働で取り組み、ごみの散乱しない清潔で美

しいまちづくりと市民の良好な生活環境の保全に資する。 

（内容） 

  年 2回（5月、10月の最終日曜日）｢クリーン坂東｣を実施する。 

（効果） 

  市民の清潔で快適な生活環境の保全及び環境意識の向上を図れる。 

 

○塵芥処理に要する経費（04020201） 761,103,430 円（789,162,153円） 決算書 P226 

〈その他：11,317,125円 一財：749,786,305円〉 

＊特定財源積算根拠 

・手数料：各種証明手数料                  33,000円 

・手数料：一般廃棄物処理手数料                   226,350 円 

・手数料：粗大ごみ収集手数料              606,100 円 

  ・諸収入：資源ごみ売却代金               10,451,675円 

（目的） 

  市内各世帯から排出される一般廃棄物の適正かつ迅速な収集運搬・処分を行い、生活環境の保

全及び公衆衛生の向上を図り、廃棄物処理法に規定される市町村の一般廃棄物処理責任を果たす。 

（内容） 

 1.ごみ収集委託料                  134,442,000円 

  市内各集積所に排出された一般廃棄物を収集し、市指定場所へ運搬する。 



 

2.粗大ごみ個別収集委託料               6,996,000円 

 粗大ごみを個別収集し、市指定場所へ運搬する。   

令和 4年度収集量実績（委託のみ） 

廃棄物の種類 搬 入 先 収 集 量 

可燃物 

さしまクリーンセンター

寺久 

10,697.53ｔ 

不燃物(乾電池含) 486.12ｔ 

粗大ごみ 623.30ｔ 

資源（空き缶） 195.22ｔ 

資源（空きビン） 346.13ｔ 

資源（ペットボトル） 207.59ｔ 

資源（紙類） 
再生業者 

654.92ｔ 

資源（布類） 107.37ｔ 

3.さしま環境管理事務組合負担金 

  ごみ処理に関する負担金              410,262,000円 

  一般･環境整備負担金                 133,454,000円 

  コミュニティセンター負担金             60,953,000円 

（効果） 

  一般廃棄物の適正処理とともに、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図れた。 

 

○資源ごみリサイクルに要する経費（04020202） 768,361円（507,204 円） 決算書 P226 

〈その他：690,000円 一財：78,361円〉 

＊特定財源積算根拠 

 ・寄附金：まち・ひと・しごと創生寄附活用事業寄附金   500,000円 

・諸収入：さしま環境管理事務組合広報活動等補助金    190,000円 

（目的） 

  さしまクリーンセンター寺久では処理できない廃棄物の処理や、ごみ減量を目的とする生ごみ

処理機等の購入補助事業により、ごみ問題に対する意識付けを行う。 

（内容） 

 1.処理困難物の回収及び適正処理 

  処理困難物回収業務委託料 284,900 円 

2.生ごみ処理機等購入補助金 

  生ごみの自家処理によるごみ減量及び資源の有効利用を推進する。 

  ・電気式生ごみ処理機･･･購入価格の 2分の 1、限度額 20,000 円、1世帯 1基まで 

  ・生ごみ処理容器  ･･･購入価格の 2分の 1、限度額  1,500 円、1世帯 2基まで 

  令和 4年度実績 

電気式生ごみ処理機 7世帯 7基 128,000 円 

生ごみ処理容器 0世帯 0基 0円 

合   計 7世帯 7基 128,000 円 

（効果） 

  廃棄物処理法に則ったマニフェスト管理による処理困難物の適正な収集運搬・処分を行えた。

生ごみ処理機等購入補助金では、ごみ減量に対する意識付けや資源の有効利用が図れた。 

 

○不法投棄対策に要する経費（04020203） 7,650,868 円（8,817,338円） 決算書 P228 

〈国・県：286,000円 その他：49,000円 一財：7,315,868 円〉 

＊特定財源積算根拠 

 ・県補：県警察街頭防犯カメラ設置費補助事業補助金    286,000円 



 

 ・諸収入：さしま環境管理事務組合広報活動等補助金     49,000円 

（目的） 

市民、事業者、行政との連携や監視パトロールの強化、防犯カメラ及び不法投棄防止看板の設

置等による不法投棄をさせないまちづくりを推進するとともに、不法投棄廃棄物の早期発見と適

正処理により、市民の快適な生活環境や地域の景観と自然環境を守る。 

（内容） 

1.不法投棄ごみ処理委託料 

投棄者不明による不法投棄廃棄物の処理委託     3件／ 396,000 円 

不法投棄廃家電処理委託 2,000kg／ 116,050円 

2.防犯カメラ設置工事費 

  県警察街頭防犯カメラ設置費補助事業補助金  2基 572,000円（補助分 286,000円） 

（効果） 

不法投棄をさせない環境づくりの推進により、不法投棄の未然防止対策が図れ、事後対策では、

不法投棄廃棄物の撤去及び適正処理により、健全な生活環境の保全が図れた。 

 

○し尿処理に要する経費（04020301） 125,549,800 円（118,448,993円） 決算書 P230 

〈一財：125,549,800円〉 

（目的） 

  常総衛生組合及びさしま環境管理事務組合のし尿処理施設において、市内で排出されるし尿・

浄化槽汚泥を適正に処理し、公衆衛生の向上を図る。 

（内容） 

  常総衛生組合運営負担金（岩井地域）           91,879,800円 

  さしま環境管理事務組合負担金（猿島地域）       33,670,000円 

（効果） 

  市内で排出されるし尿・浄化槽汚泥の適正な処理を行い、公衆衛生の向上を図れた。 

 

○公害対策事務に要する経費（04030101） 2,969,764 円（2,521,452円） 決算書 P230 

〈国・県：78,000 円 その他：2,500,000円 一財：391,764円〉 

＊特定財源積算根拠 

・県委：県事務処理特例交付金               78,000円 

・寄附金：まち・ひと・しごと創生寄附活用事業寄附金  2,500,000円 

（目的） 

公害のない安心で快適な市民生活を維持するため、工場･事業所等の安全意識の向上や指導を強

化するとともに、関係法令等の適切な運用により、公害の未然防止に努める。 

（内容） 

 1.水質土壌検査等委託 

河川水質及び底質検査（公共水域25地点及び菅生沼2地点）      1,210,000円 

  工場・事業場排水検査(21事業所)                               594,000円 

 2.自動車騒音常時監視業務委託（平成24年度から権限移譲により実施）  693,000円 

（効果） 

  条例等に基づく公害対策を実施し、公害発生の未然防止を図れ、経済の健全な発展とともに、

市民の健康の保護と生活環境の保全を図れた。 

 

 


